意　見　書
平成１２年９月２８日
電気通信審議会
電気通信事業部会長　殿
　郵便番号　１６３－８０１９

　住　　所　eq \o(\s\up 16(とうきょうとしんじゅくくにししんじゅくさんちょうめ),東京都新宿区西新宿３丁目)１９－２

　氏　　名　eq \o\ad(\s\up 16(ひがしにほんでんしんでんわかぶしきがいしゃ),東日本電信電話株式会社)
　　　　　　　代表取締役社長　eq \o\ad(\s\up 16(いのうえ　ひでかず),井 上　秀 一)  　
　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年８月３１日付け郵通議第３０７２号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。
　今回の省令案では、改正後の電気通信事業法第３８条の２第４項に規定されている「費用を勘案して原価を算定」の「勘案して」の立法趣旨を踏まえ、事業者の経営に及ぼす影響を緩和するための措置が規定されているところであり、今後省令の施行にあたってもその趣旨を踏まえた運用がなされることを要望します。
　また、次回以降のモデルの見直しの際にも、事業者の経営に重大な影響を及ぼすことのないよう、所要の措置が採られることを要望します。
